八潮市固定資産税等過誤納金返還金支払要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成５年７月３０日市長決裁）

改正　平成６年６月１日市長決裁
　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年７月２４日市長決裁

　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年１１月１３日市長決裁
令和３年３月２９日市長決裁
（目的）

第1条 　この要綱は、固定資産税及び都市計画税並びに国民健康保険税（資産

割に係る部分に限る。）に係る過誤納金のうち、当該賦課決定において重大な瑕疵があったもの又はこれに準ずるもので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により当該納税者に還付することができない過誤納金相当額（以下「過誤納金相当額」という。）を固定資産税等過誤納金返還金（以下「返還金」という。）として支払うことにより、納税者の不利益を救済し、行政に対する信頼回復を図ることを目的とする。

（返還金支払対象者）

第2条 　返還金の支払を受けることができる者は、過誤納金相当額のあること

を市長により確認された納税者とする。

２　前項の場合において、当該納税者が死亡し、相続があったときは、その相続人に返還金を支払う。

３　市長は、過誤納金相当額が納税者の虚偽その他不正な手段により生じた場合において、返還金を支払うことが公益上不適切であると認められるときは、返還金を支払わないものとする。　

　（返還金の額等）

第3条 　返還金は、次に掲げる額の合計とする。

 （1）過誤納金相当額

 （2）過誤納金相当額に係る遅延損害金相当額　

２　前項第１号の過誤納金相当額は、第２条第１項の規定により、市長が過誤納金相当額のあることを確認した年度から１０年前の年度までの間の過誤納金相当額とする。ただし、納税者が所持する領収書等によって、当該期間を超える期間の過誤納金想定額を明らかに算定することができる場合にあっては、法定納期限の翌日から起算して２０年を経過する期間のうち過誤納金相当額を算定することができる期間における当該過誤納金相当額とする。
３　第１項第２号の過誤納金相当額に係る遅延損害金相当額は、当該各年度の各納期限の翌日又は当該過誤納金相当額に係る納付日の翌日のいずれか遅い日から返還金の支出を決定した日までの期間の日数に応じ、当該各年度ごとの当該過誤納金相当額にその過誤納金が生じた最初の時点（賦課決定日）における法定利率を乗じて計算した金額（その額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とする。

（返還金の通知）

第４条　市長は、返還金を支払うときは、その支払を受ける者にその金額及び支払方法を通知するものとする。

（返還金の支払）

第５条　市長は、前条の規定により通知したときは、速やかに返還金をその支払を受ける者に支払うものとする。

（返還金の返還）

第６条　市長は、虚偽その他不正な手段により返還金の支払を受けた者があるときは、次に掲げる額をその者から返還させるものとする。

　事実と相違する場合も、同様とする。

 （1）支払を受けた額に相当する額

 （2）支払を受けた日から返還された日までの前号に係る遅延損害金相当額

（施行細目の委任）

第7条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。
　　　附　則（平成５年７月３０日市長決裁）
　この要綱は、市長の決裁があった日から施行する。

　　　附　則（平成６年６月１日市長決裁）

　この要綱は、市長の決裁があった日から施行する。

　　　附　則（平成１３年７月２４日市長決裁）

　この要綱は、市長の決裁があった日から施行する。

　　　附　則（平成２０年１１月１３日市長決裁）

　この要綱は、市長の決裁があった日から施行する。

　　　附　則（令和３年３月２９日市長決裁）
　この要綱は、市長決裁のあった日から施行し、同日以後に返還することとなる返還金から適用する。
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